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総 数 ４９以下 ５０～５９ ６０～６９ ７０～１２０ テスト不能
平成
８年
総数 ２２，４３３ １，１７８ １，６５４ ３，０４２ １５，８８４ ６７５
男 ２１，３６２ １，０９６ １，５８１ ２，９０３ １５，１９２ ５９０
女 １，０７１ ８２ ７３ １３９ ６９２ ８５
９年
総数 ２２，６６７ １，０９７ １，６８８ ２，８７８ １６，３１１ ６９３
男 ２１，５１７ １，０２２ １，５９４ ２，７３６ １５，５６２ ６０３
女 １，１５０ ７５ ９４ １４２ ７４９ ９０
１０年
総数 ２３，１０１ １，１２３ １，６２３ ３，０７９ １６，０７３ １，０２３
男 ２１，９０２ １，０５１ １，５４３ ２，９４４ １５，２６９ １，０９５
女 １，１９９ ７２ ８０ １３５ ８０４ １０８
１１年
総数 ２４，４９６ １，０５８ １，６８７ ３，０６８ １７，１２５ １，５５８
男 ２３，２８９ ９８９ １，６１１ ２，９１９ １６，３３３ １，４３７
女 １，２０７ ６９ ７６ １４９ ７９２ １２１
１２年
総数 ２７，４９８ １，２４９ １，７５４ ３，４０２ １９，７４４ １，３４９
男 ２６，０３０ １，１６１ １，６６６ ３，２４４ １８，７３２ １，２２７







































































































































































































































































罪 名 総 数 ４９以下 ５０～５９ ６０～６９ ７０以上 テスト不能
刑 法 犯
男 １６，２８９ ９８０ １，２５８ ２，１９１ １１，０６９ ７９１
女 ６７６ ７２ ６５ ８３ ３９０ ６６
放 火
男 ２５９ ２３ ３４ ４７ １４５ １０
女 ４８ ８ ３ ６ ３１ ―
住 居 侵 入
男 ４７０ ３５ ４６ ８７ ２８２ ２０
女 ８ １ ― ２ ３ ２
強 制
わ い せ つ
男 ２６２ ２２ １７ ３１ １８０ １２
女 ― ― ― ― ― ―
殺 人
男 ４９４ ４１ ３８ ７１ ３０６ ３８
女 ６４ ３ ５ ８ ４３ ５
傷 害
男 １，３３０ ４６ ７６ １３９ １，０２３ ４６
女 ７ １ ２ ― ３ １
窃 盗
男 ７，０１３ ５７１ ６６３ １，０５５ ４，３８７ ３３７
女 ３０８ ４６ ４０ ３７ １５２ ３３
強 盗
男 ５３４ ２８ ２９ ７４ ３５７ ４６
女 ９ ― ― ― ６ ３
強盗致死傷
男 ５９１ １１ １８ ５６ ４５３ ５３
女 １６ ２ １ ３ ９ １
詐 欺
男 １，７４３ １１９ １７３ ２４１ １，１３１ ７９
女 １３８ １１ １１ ２１ ８６ ９
恐 喝
男 ７９７ １２ ２７ ７１ ６６４ ２３
女 ８ ― ２ １ ４ １
そ の 他 の
刑 法 犯
男 ２，７９６ ７２ １３７ ３１９ ２，１４１ １２７
女 ７０ ０ １ ５ ５３ １１
特 別 法 犯
男 ９，７４１ １８１ ４０８ １，０５３ ７，６６３ ４３６





























Americans with Disabilities Act）が制定された。以後、米国では司法の場における知的障害者の
人権擁護が確実に進められている。
例えばイリノイ州では、検察局に老人・障害者部が設置されており、知的障害者の事件に５
人の専任検事が配置されることになっている。さらに７０人以上のスタッフが障害者に裁判の説
明やカウンセリング、公判への付き添い等の援助もしている。また、大学等の研究機関も重要
な役割を果たしており、イリノイ州立大学では「障害者が法の下で平等に扱われること」を研
究テーマとして、警察官の知的障害者に対する意識を高めるためのカリキュラム作りに取り組
んでいる。
このような経過から１９９０年代後半になるとイリノイ州には知的障害者に関わる専門の刑事や
検察官が誕生し、知的障害者が刑事事件の被害者や加害者になったとき、障害の特性に配慮し
た捜査や裁判が行われるようになってきている。#司法の場に存在していた知的障害者にとっ
てのバリアが低くなっているばかりでなく、根底から除去されつつあるところに先進性を見る
ことができる。
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３ 我が国の動向
知的障害に限らず、身体障害や精神障害をも含めて我が国には障害を持つ人の権利を認める
法律は制定されていない。このため障害当事者をはじめ各種の団体や個人においても差別禁止
法の制定を求める動きが活発化してきている。例えば１９９４（平成６）年に設立された「子どもの
権利・市民オンブズマン」$や２００１（平成１３）年８月に設立された「知的障害者人権センター」%
等において差別禁止法の制定要求や司法の場におけるバリアフリーに向けた具体的な取り組み
を見ることができる。この中でも特に「知的障害者人権センター」が設立集会において、「私
たちは、この社会で差別と抑圧から多くの知的障害をもつ人たちが『犯罪者化』されて、刑務
所や少年院等に入れられているという現実を直視せず、眼と耳をふさぎ、結果的になんらの支
援もせずに切り捨ててきたのではないか、という疑念が強くあります。あえて知的障害者と犯
罪の領域に踏み込むことで、私たち自身のこれまでのあり方を問い、課題と責任を明らかにし
たい」と運動の具体的な目標について明言していることは注目に値する。また、個人の立場か
らも「障害を持つ人に対する差別禁止法」が提唱されており&、司法の場におけるバリアフリ
ーへの始動と見ることができる。
全国に２７００の支部を持ち、約３２万人の会員で組織されている全日本手をつなぐ育成会からは
『知的障害のある人を理解するために』という小冊子が出されている。この冊子は全国の公的
機関や公共施設を中心に配布されているものであるが、特にすべての警察署に配布されている
ことは前例のない試みである。知的障害を持つ人の特徴について簡潔かつ明瞭に述べられてお
り、中でも前文において、「知的障害のある人が犯罪の被害者になったり、事故やトラブルに
あって傷つくケースが多発しています。ところが、社会ではそのことがよく知られていません。
知的障害のある人は傷つけられながらも、助けを求めたり、誰かに訴えることができないでい
ます。知的障害のある人はどんな被害にあっているのか、なぜ被害を訴えることができないの
か、被害にあったときにはどこに相談すればいいのか、どうすれば知的障害のある人を守り、
被害救済ができるのか、知ってください。物事を理解したり表現する力が弱いこともあります
が、彼らは豊かなものをたくさんもっていますし、いろいろな形で社会に貢献しています。家
族や仲間にとってはとても大事な存在です。そしてもちろん、どんな人も人間として尊重され、
犯罪の被害にあわずに幸福に暮らす権利があります。」'知的障害者が警察官によって補導され
たり事情聴取を必要とする場合に備えて、知的障害の一般的な理解と言動の特徴について具体
的に解説されている点において画期的である。
日本自閉症協会東京都支部からは『アスペルガー症候群を知っていますか？』という小冊子
が出されている。アスペルガー症候群という障害は知的障害とは異なるが、言語面の発達地帯
や対人関係を維持することが困難な点においては共通している。言語面の特徴については次の
ように説明されている。「よくしゃべるし、難しい言葉も知っているので、表現力も言葉を理
解する能力も高いのだろうと思われがちです。アスペルガー症候群の子どもも大人も自分の考
えていることを概念化することがとても難しいようです。例えば、誰かの手助けが必要だ、と
いった簡単なことも言葉として表現することができないことがあります。手伝って、教えて、
わからない、などの援助を求める言葉がすぐには出てこないのです。たとえ語彙が豊富でスム
ーズにしゃべることができる人でも感情や情緒についての会話を理解したり、そのような話題
について自分の意見を語ることがとても難しいのです。」(このような障害の特性は広く理解さ
れなければならないが、とりわけ司法の関係者には必要である。
先に示した事例に見られるように、知的障害者が被害者の場合は証言内容に整合性がなく、
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情景描写にも具体性を欠くとして却下され、加害者とされた場合は同様の理由から有罪判決を
受ける結果となっている。この司法の場における矛盾の連鎖を断ち切ることが知的障害者の裁
判を受ける権利の保障につながる。
知的障害者の裁判を受ける権利とそこに存在しているバリアの問題について論じてきたが、
近年、広汎性発達障害によると思われる痛ましい事件が相次いで発生し、社会的な注目と関心
を集めている。例えば、愛知県下で発生した少年による主婦殺害事件（２０００年）、東京都下で発
生した女子短大生殺害事件（２０００年）、長崎県下で発生した中学生による幼児殺害事件（２００３年）
等である。この中にはすでに裁判所の判断が下されたものも含まれているが、広汎性発達障害
と責任能力の問われ方については別稿にゆずることとしたい。
IT（Information Technology）の普及により各種の情報発信や受信が格段に進歩している今日、
障害の特性に関する情報の伝達も重要さを増してきており、今後より一層の充実が求められる。
この場合、個々の障害者の人権が何よりも尊重されなければならないことは当然である。
最後に、知的障害者に対するバリアフリーは単に建物や道路等の構築物を整備することだけ
に留まらず、基本的人権としての裁判を受ける権利の保障も重要なバリアフリーであることを
銘記しておきたい。
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